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 株式会社 湘南国際村協会 
 代表取締役社長 國守英和 
 

貸 借 対 照 表 
（平成 25 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

 <　流　動　資　産　> < 566,848 >  <　流　動　負　債　> < 54,407 >
現 金 及 び 預 金 526,585   営 業 未 払 金 33,021   
売 掛 金 19,921   未 払 金 4,922   
商 品 298   未 払 費 用 2,771   
貯 蔵 品 758   リ ー ス 債 務 1,088   
未 収 入 金 13,418   前 受 金 946   
前 払 費 用 266   預 り 金 982   
未収還付法人税等 2,614   未 払 消 費 税 1,871   
そ の 他 2,984   未 払 法 人 税 等 6,047   

賞 与 引 当 金 2,755   

 <　固　定　資　産　> < 1,977,659 >  <　固　定　負　債　> < 782,279 >
（有形固定資産） ( 1,959,100 ) 長 期 借 入 金 765,000   

建 物 1,921,369   長 期 リ ー ス 債 務 2,177   
構 築 物 14,472   退 職 給 付 引 当 金 15,102   
車 両 運 搬 具 1,696   
什 器 器 具 備 品 18,778   836,686   
リ ー ス 資 産 2,784   

（無形固定資産） ( 0 )  <　株　主　資　本　> < 1,707,820 >
電 話 加 入 権 0   2,500,000   

（投資その他の資産） ( 18,558 ) (△ 792,179 )
修 繕 積 立 金 15,444   その他利益剰余金 △ 792,179  
そ の 他 3,113   1,707,820   

資　　産　　合　　計 2,544,507   負 債 ・ 純資産 合 計 2,544,507   

（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。
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損 益 計 算 書 
（平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日） 

（単位：千円）

科　　　目 金　　　額
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（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。

宿 泊 収 入

税 引 前 当 期 純 利 益

売 上 総 利 益

経 常 利 益

支 払 利 息

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業税

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

特 別 損 失

受 取 利 息

雑 収 入

営 業 利 益

固 定 資 産 除 却 損

営 業 外 費 用

雑 損 失

法 人 税 等 還 付 税 額

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

飲 食 収 入

そ の 他



個 別 注 記 表 

1 重要な会計方針に係る事項 

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
商品 

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

(2) 固定資産の減価償却の方法   
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 
 また、建物については、平成 10 年度の税制改正前の耐用年数を継続適用しております。 

② 無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

によっております。 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準 
① 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額を計上して

おります。 

② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき計上しております。 

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 

税抜方法を採用しております。 

 

2 貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額          2,516,044 千円 

 

3 1 株当たり情報に関する注記 

(1) 1 株当たり純資産額 34,156 円 41 銭 
(2) 1 株当たり当期純利益 412 円 17 銭 

 


